
433

鉛直構造スリットのコンクリー
ト側圧耐荷性能評価に関する研
究

EVALUATION OF RESISTANCE 
OF STRUCTURAL SLITS AGAINST 
LATERAL PRESSURE FROM 
CONCRETE

日本建築学会技術報告集　第 17 巻　第 36 号，433-438，2011 年 6 月

AIJ J. Technol. Des. Vol. 17, No.36, 433-438, Jun., 2011

深澤協三— ———— ＊ 1 佐藤あゆみ————＊ 2
江口孝明— ———— ＊ 3 志水一行— ————＊ 4
立花正彦— ————＊ 5

キーワード :
構造スリット，コンクリート工事，加力実験，型枠

Keywords:
Structural slit, Reinforced concrete work, Loading test, Concrete mold

Kyozo FUKAZAWA—ーーー＊ 1 Ayumi SATO—ーーーーー ＊ 2
Takaaki EGUCHI—ーーーー＊ 3 Kazuyuki SHIMIZU—ーー ＊ 4
Masahiko TACHIBANA—ー＊ 5

“Vertical slits” are structural slits, which structurally insulate non-
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during deposition of concrete. There is no method other than empirical 
rules to evaluate rigidity and yield strength of vertical slits against 
lateral pressure in practice. There are cases when vertical slits fall off 
because of lateral pressure, forcing repair work to be carried out. We 
have conducted experiments to obtain the rigidity and yield strength 
of vertical slits against lateral pressure. Vertical slits were loaded 
with loads equivalent to lateral pressure from concrete. Concrete was 
deposited into full-scale RC columns with vertical slits. We report 
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“Vertical slits” are structural slits, which structurally insulate 

non-loadbearing walls from main members, positioned between columns 
and wing walls. Lateral pressure from concrete acts on vertical slits 
during deposition of concrete. There is no method other than empirical 
rules to evaluate rigidity and yield strength of vertical slits against lateral 
pressure in practice. There are cases when vertical slits fall off because of 
lateral pressure, forcing repair work to be carried out. 
We have conducted experiments to obtain the rigidity and yield strength 

of vertical slits against lateral pressure. Vertical slits were loaded with 
loads equivalent to lateral pressure from concrete. Concrete was 
deposited into full-scale RC columns with vertical slits. We report 
methods to evaluate resistance of structural slits against lateral pressure 
from concrete based on these experiments in this work. 
 
 
 

 
１．はじめに 
 鉄筋コンクリート構造建物の構造設計において、2000 年の建築基

準法改定により、柱・はり部材と袖壁・垂れ壁等の非耐力壁の取り

扱い及び非耐力壁を構造的に絶縁する「構造スリット」に関し、構

造設計上の取り扱いとその設置方法が明確化された 1)。構造スリッ

トは、非耐力壁側に断面欠損を設ける従来の「せん断型スリット」

から、最近では発泡材等を用いる製品タイプが主流となっている。 

 構造スリットの構造設計に関する指針 2）が刊行され、構造上の要

求性能が明確化されている。また、UR 都市機構では構造スリットの

「耐火性能」、「水密性能」に関する基準値とその試験方法に関する

品質判定規準を定めている(指針 2）に資料として収録)。このように、

躯体完成後すなわちコンクリート強度発現後の構造スリットの必要

性能とその評価・性能確認方法は、ほぼ確立されていると言える。 

発泡材等を用いる製品タイプの構造スリットのうち柱と袖壁・垂 

 

れ壁・腰壁間に設けられるスリット(以下「鉛直スリット」)は、施

工時には図１に示す通りコンクリート打設時には柱と袖壁・垂れ

壁・腰壁間の「型枠」の役目を果たしている。鉛直スリットの型枠

としての性能すなわちコンクリート側圧に対する剛性・耐力評価法

は未確立で、経験則に頼っているのが現状である。そのため、柱ま

たは袖壁のどちらか一方のコンクリート打設を先行させ過ぎること

で、写真１に示すように鉛直スリットがコンクリート側圧に抵抗で

きずに位置ずれを生じ、その結果躯体補修、漏水、仕上げ材ひび割

れの原因を作る事例が散見される。 

 本研究は、発泡材を用いる製品タイプの鉛直スリットを対象に、

躯体施工時のコンクリート打ち上げ高さ(片側から側圧を受けた場

合の打ち上げ高さ)の評価方法確立を目的とする。鉛直スリットにコ

ンクリート側圧相当の等圧荷重を載荷した「構造実験」を行い、側

圧に対する鉛直スリットの変形・破壊性状及び剛性・耐力を明らか

にし、その結果に基づきコンクリート打ち上げ高さを求める。さら

に、鉛直スリット付き実大 RC 柱にコンクリートを打設した「施工実験」

を行い、評価方法の妥当性を確認する。 

鉛直スリット
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図１ 鉛直スリットに作用する側圧と変形 写真１ 鉛直スリットの脱枠事例 図２ 鉛直スリット概要
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２.鉛直スリットの構造概要 

本報で対象とする鉛直スリットは、図２に示すように「芯材」と 

芯材左右の「力骨材」から構成されている。芯材は柱－非耐力壁間

の変位差を吸収する絶縁体である。この芯材は、躯体施工時には型

枠合板に釘止めされた目地棒に、左右の力骨材を介し勘合されて一

体化が図られ、コンクリート打設時の側圧に抵抗する。芯材は炭酸

カルシウム発泡体の表裏に耐水紙(厚さ 0.3 ㎜)を、エチレン酢酸ビ

ニル系エマルジョン接着剤で接着した構造である。力骨材はポリ塩

化ビニルを異形押出成形したものである。 

 

３.構造実験 

3-1 実験計画  

1)試験体計画：試験体には実物の芯材、力骨材を用い、実際の型枠

施工時と同じく芯材－力骨材及び目地棒－力骨材が勘合される。 

 実験変数は、鉛直スリットのコンクリート側圧に対する剛性・耐

力への影響因子となる、①壁幅 W、②芯材厚さ t、③目地棒釘ピッチ

@、としこれら実験変数の組み合わせを表１に示す。壁幅は W=150、

180、210、250 ㎜、芯材厚さは t=25、35 ㎜、目地棒釘ピッチ@は@=100、

200 ㎜(丸釘 N45)とした。 

試験体の形状と寸法を図３に示す。試験体長さは全試験体とも共

通で 300 ㎜である。目地棒はラワン材で寸法は 25×25×20 ㎜、丸釘 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ 実験状況 
 

表１ 実験変数の組み合わせ 

 
 

表２ 発泡体・耐水紙・力骨材の材質及び密度 

 
 

表３ 芯材の特性 

 
 

表４ ビーズ球特性 

 

N45 を用いて型枠に止め付けた。釘は図３に示す通り配置で、@100

では３本、@200 では２本の N45 を用いた。型枠には JAS・普通合板

２等・２類・厚さ 12 ㎜のものを用いた。なお、使用材料の発泡体・

耐水紙及び力骨材の材質・密度を表２に、芯材の比重・等価ヤング

係数・曲げ強度を表３にそれぞれ示す。 

2)実験方法：加力装置を図４に示す。本実験では写真２に示す通り

鉛直スリットに等圧荷重が作用するように、鉛直スリットの上部に

充填したビーズ球を介して荷重を載荷した。実験は、①袖壁の型枠

に相当する型枠合板をこの型枠を保持するための鋼製枠内にセット

する、②左右の目地棒間に鉛直スリットを差し込む、③鉛直スリッ

ト上部にビーズ球を充填する(充填高さは壁幅を目処とした)、④ビ

ーズ球上面に加圧板・球座をセットして試験機にて圧縮力を載荷す

る、順序で行う。ビーズ球は表４に示す通り平均球径が 0.9 ㎜、安

息角 30°であり鉛直スリット変形が増大してもビーズ球がその変

形に追従し鉛直スリットに等圧荷重が作用するようにした。加力装

置正面には試験体の変形性状が観察できるようアクリル板を用いた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図３ 構造実験試験体形状と寸法 
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載荷は単調圧縮載荷で、中央たわみが壁幅の約 1/10 に達するまで

加力した。なお、W180t25@200 試験体については正側繰り返し載荷

実験を追加した。 

測定項目は、①載荷荷重(試験機ロードセルで測定)、②芯材中央

部たわみ、③両端部力骨材位置での回転角である。 

3-2 実験結果 

1)変形性状：変形性状の代表例として、W180t25@200 試験体の中央

たわみδ=1,2,6,10,18,27 ㎜変形時及びスリット脱枠時の変形状況

を写真３に示す。スリットの変形は①芯材の曲げ変形、②目地棒を

固定する釘抜けに伴う目地棒回転変形、③力骨材－芯材間のズレ変

形が卓越した。最終的には目地棒の回転変形により芯材－力骨材、

目地棒－力骨材の勘合部が外れてスリットが脱枠した。各試験体と

も先述の①～③の変形状況は共通であるが、写真４に示す W=150 ㎜

の t=25・35 ㎜、W=250 ㎜の t=25・35 ㎜試験体(何れも N45@200)最大

荷重時変形状況の通り、壁幅 W が小さいほど、芯材厚さ t が大きい

ほど芯材の曲げ変形が減少し、目地棒の回転及び力骨材－芯材間の

ズレ変形が卓越した。実験終了後のスリットの変形状況の代表例

(W=180、250㎜でt=25、35㎜何れもN45@200)を写真５に示す。W=150、

180 ㎜では芯材左右の勘合部で力骨材が芯材にくい込む変形が生じ

るのに対し、W=210、250 ㎜では芯材の曲げ変形に伴い圧縮側となる

中央部上面で耐水紙上に座屈の跡が現れた。 

 

 
写真３ スリット変形状況(W180t25@200 試験体) 

 
 
 

 
写真４ スリット変形状況 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2)荷重変形関係：各試験体の荷重変形曲線を図５に示す。同図の縦

軸は、載荷荷重を受圧面積(=壁幅×試験体スリット長さ)で除した

「側圧」を示し、横軸は芯材中央部のたわみδを示す。各試験体と

もδ=2～5mm 付近から剛性が低下し、δ=5～10mm で耐力上昇が無く

なり、W=210、250mm では耐水紙上面の座屈発生に伴う耐力低下を生

じた。側圧と端部力骨材回転変形の関係を図６に示す。図５の側圧

～芯材中央部たわみ曲線上で剛性低下が発生する荷重は、図６の側

圧～端部力骨材回転変形線上での剛性低下発生時荷重に対応してお

り、目地棒と力骨材の回転変形を加えた端部回転変形の増大が、全

体の剛性低下を生じさせると考えられる。 

 初期剛性及び最大側圧に対する、「壁幅」「芯材厚さ」「釘ピッチ」

の影響を図７に示す。なお、初期剛性は最大側圧の 1/3 変形時の割

線剛性とした。初期剛性・最大側圧ともに壁幅が小さいほど、芯材

厚さが大きいほど大きな値を示した。壁幅増大による初期剛性・最

大側圧の低下は、芯材厚さが大きいほど、釘ピッチが短いほど影響

が大きかった。芯材厚さが小さくなることによる剛性・側圧の低下

は壁幅が小さいほど、釘ピッチが短いほど影響が大きかった。また、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 側圧～芯材中央部たわみ曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 側圧～スリット端部回転角曲線 
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図７ 初期剛性・最大耐力への壁幅・芯材厚さ・釘ピッチの影響 
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釘ピッチが大きくなることによる剛性・側圧の低下は壁幅が小さい

ほど、芯材厚さが大きいほど影響が大きかった。 

 図８に側圧と芯材中央たわみδを壁幅 W で規準化した値 R の関係

を示す。t=25 ㎜では R=0.02(=1/50)付近より、t=35 ㎜では R=0.015

（=1/66）付近から剛性低下を生じ始めた。R=0.04(=1/25)付近から

は t=25、35 ㎜とも耐力上昇がほとんど無くなった。 

図９に W180t25@200 試験体の正側繰り返し載荷実験結果を示す。

δ＝1.0mm の小変形時から除荷に伴う変形の戻りはほとんど無い。

柱に先行して打ち込まれたコンクリート側圧によりスリットに生じ

た変形は、袖壁側にコンクリートを打設しても変形は残留するもの

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．施工実験 

4-1 実験計画 

本施工実験では、実大 RC 造柱の柱側面に鉛直スリットを取り付け

コンクリートを打設した。試験体の形状と寸法を図 10 に示す。柱寸

法は b×D=700×700 ㎜、柱高さ H=3.0m で、主筋に 4-D16、フープ筋

に□D10@200 を配筋した。柱両側面に２箇所(合計４箇所)に鉛直ス

リットを目地棒を介して取り付けた。打設する柱は３本である。鉛

直スリット(３本×４箇所=１２箇所)は、①袖壁幅 W、②芯材厚さ t、

③目地棒釘ピッチ@を変数として表５及び図 10 に示す配置とした。

鉛直スリットは、「３．構造実験」中に示す芯材、力骨材より構成さ

れるスリットである。鉛直スリット取り付け位置は柱面から 50 ㎜外

側の位置で、高さ方向には図 10 中に示す通り定尺長さ２m と１m を

組み合わせた。目地棒には、構造実験と同様にラワン材・25×25×

20 ㎜を用い、スリットと同じく高さ方向に定尺長さ２m と１m を組

み合わせた。目地棒は丸釘 N45 を用いて型枠合板で止め付けた。釘

ピッチは、図 10 中に示す通り柱脚下面から 50 ㎜の位置に最初の釘

が打たれ、柱頭に向かって@100 または@200 で釘打ちした。型枠には

塗装コンクリート型枠用合板・厚さ 12 ㎜を用い、図 11 中に示すセ

パレーター・フォームタイ・単管パイプによる補強・補剛を行った。 

打設するコンクリートは、呼び強度 42N/㎜ 2・スランプ 21cm・最

大粗骨材径 20 ㎜の普通コンクリートである。コンクリートは柱毎の 
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バッチで、各バッチのコンクリートのスランプ・温度・空気量を表

６に示す。コンクリート打設はポンプ打ちで、ポンプ吐出量は定速

20m3/h(打ち込み高さ速度 66cm/分に相当)、柱全高さを一度に打ち

上げることを目標とした。コンクリート打設中は、棒状振動機φ40

×１台を用いて常時締め固めを行った。 

測定項目は、①コンクリート打ち上げ高さ、②鉛直スリット変形

である。コンクリート打ち上げ高さは、外部足場に固定したレーザ

ー距離計(写真６参照)で５秒毎にコンクリート天端面の高さを測定

した。鉛直スリット変形は、図 12 の通り柱脚から 50～1200 ㎜高さ

位置の４箇所について芯材中央部のたわみを変位計で測定した。 

 

表６ 打設コンクリートスランプ・温度・空気量 

 

 

 

 

 

 
図 12 芯材・面外変形測定位置 

 

4-2 実験結果 

柱１(W=180mm・t=25mm)では、目地棒の釘ピッチ@200のスリットがコン

クリート打ち上げ高さ（以下Hとする）H＝1.8m付近から変形が急増し始

め、写真７に示す通りH=2.4mでスリットが型枠から脱枠して、コンクリ

ートが一気に吹き出した。コンクリート硬化後に脱枠状況を確認すると、

スリット脱枠範囲は柱脚から約H=1.5mの範囲であり、構造実験と同様目

地棒の回転変形による芯材－力骨材・目地棒－力骨材の勘合部の外れか

らスリットが脱枠した状況が確認出来た。 

柱２(W=180 ㎜・t=30、35 ㎜)では、H=3.0m まで４箇所ともスリッ

トの脱枠は発生しなかった(但し、スリット変形測定用変位計の取り

外しと袖壁小口面への型枠追加のため、H=2.4m で 13 分間打設を中

断後棒状振動機にてコンクリートを再加振後 H=3.0m まで打設)。写

真８に型枠解体後の状況を示す。 

柱３(W=150,210,250 ㎜・t=25 ㎜、W=210 ㎜・t=35 ㎜)では、H=1.6m

で W=250 ㎜のスリットが脱枠した(途中、変位計の取り外し・袖壁小

口面に型枠追加のため H=1.1m で 13 分間打設を中断、コンクリート

再加振後に打設を再開)。さらにコンクリート打設を継続したが、

H=2.1m で W=250mm 部分の型枠の変形が過大となり、ここで打設を中

断した。写真８に W=250 ㎜・t=25 ㎜スリットの変形状況を示す。な

お、W=250 ㎜以外ではスリットの脱枠は発生しなかった。 

柱１の柱脚面+50 ㎜(測定点①)、+300 ㎜(測定点②）位置で測定し

た芯材中央部たわみとコンクリート側圧の関係を図 13 に示す。側圧 

は、測定したコンクリート打ち上げ高さ H にコンクリート単位体積

重量(=24kN/m3)を乗じて求めた。なお、同図中には構造実験で得ら

れたスリットの側圧～芯材中央たわみ曲線も併せて示す。施工実験

と構造実験の側圧～芯材中央部たわみ曲線を比較すると、@200 側で

は最大荷重の７割付近まで初期剛性は良い対応を示し、@100 側では

施工実験が高い剛性を示した。最大側圧は、スリットが脱枠する@200

では構造実験がδ=11 ㎜付近で最大耐力に達しその後耐力が低下す

るのに対し、施工実験ではδ=11 ㎜以降スリット脱枠までの耐力低 

 

 
写真７ スリット脱枠・コンクリート流出状況（柱１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真８ 型枠解体後の状況（柱２，３） 

 

 
図 13 側圧～芯材中央部たわみ曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 芯材中央部たわみの高さ方向分布 
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下は無かった(但し、@100 は@200 側スリット脱枠のため最大耐力に

達する前に実験終了した)。柱１の芯材中央部たわみの高さ方向の分

布状況を図 14 に示す。H=0.5m までは側圧分布に応じた変形分布形

状を示すが、H=1.0m 以降は柱脚+50 ㎜位置(測定点①)での変形より

も+300 ㎜位置(測定点②)での変形が大きくなった。これは、コンク

リートの粘着力によりスリットに軸力が作用し、柱脚位置のスリッ

ト下端面で摩擦抵抗が生じ、面外変形を抑制するためと考えられる。 

 

５．許容コンクリート打ち上げ高さの評価 

構造実験及び施工実験より、片側からのみコンクリート側圧を受

ける場合の打ち上げ高さの許容値を検討する。構造実験で得られた

スリットの側圧～たわみ曲線に基づき、打ち上げ高さの許容値を以

下の通り定め、施工実験結果との整合を検討する。 

Ha=ωa/γ 

ωa=min（α・ωmax、ωR1/40、 ω5 ㎜) 

Ha：許容コンクリート打ち上げ高さ 

ωa：許容コンクリート側圧 

ωmax：最大側圧(最大荷重/受圧面積) 

ωR1/40：δ=W/40 変形時側圧(W：スリット幅) 

ω5 ㎜：δ=5 ㎜変形時側圧 

α：最大側圧低減率(α=0.75) 

γ：コンクリート単位体積重量 

各制限値の設定は以下による。 

①α・ωmax：最も側圧が大きくなる柱脚部より上部で変形が大きく

なる（図 14）等の構造実験と実際の施工との相違、スリットの剛性・

耐力のバラツキ等を考慮して、構造実験で得られた最大側圧に対し

て低減率αを乗じる。低減率はα=0.75 とした。 

②δ=W/40：剛性低下領域では荷重増加による変形増大が大きくなる

ためスリットの剛性確保が必要である。図８に示す通り、R=1/66 付 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 15 コンクリート打ち上げ高さ評価方法の適用結果 

 

 
図 16 許容コンクリート打ち上げ高さ 

近から剛性低下を生じ、R=1/25 付近からは耐力上昇が無くなる点を

勘案して変形を壁幅の 1/40 以内に制限した。 

③δ=5 ㎜：図９に示す正側繰り返し載荷実験結果の通り、δ=1.0

㎜の小変形時から除荷に伴う変形の戻りが無く、片側からの側圧に

より一旦発生した変形が残留するものと考えられる。そのため、か

ぶり厚さ等の確保からたわみを５㎜以内に制限した。 

構造実験・N45@200 試験体について、側圧～芯材中央たわみ変形

曲線に上記制限値をプロットしたものを図 15 に示す。W=150 ㎜以外

は、0.75ωmax により許容打ち上げ高さが決まり、W=150 ㎜では t=35

㎜・N45@100 を除きδ=W/40 により許容打ち上げ高さが決まる。 

上記より算出した許容コンクリート打ち上げ高さを図 16 に示す。

同図中には施工実験で得られた許容打ち上げ高さも併せて示す(ス

リット脱枠まで確認できたのは W=180 ㎜・t=25mm・N45@200 のみ。

また、型枠の変形によりスリット脱枠以前に打設を中断した柱３・

W=150,210 ㎜はプロットから除外した）。施工実験で得られた許容打

ち上げ高さは、構造実験から算定した許容打ち上げ高さを 1.12～

1.52 倍上回っていることが確認できた。 

 

６．まとめ 

発泡材を用いた鉛直構造スリットについて、コンクリート側圧相

当の等圧荷重を載荷する構造実験から、側圧による鉛直スリットの

変形と耐力を明らかにした。さらに、実物大 RC 柱にコンクリートを

打設する施工実験結果と併せ、片側から側圧を受けた場合の鉛直ス

リットの許容コンクリート打ち上げ高さ評価方法を提案した。以下

にこれらの実験より明らかになった点を示す。 

1)スリットの変形は、目地棒を型枠に止め付ける釘抜けによる目地

棒の回転変形、目地棒－力骨材－芯材勘合部の回転変形、芯材の曲

げ変形成分より成る。側圧の増大により、目地棒の回転変形が過大

となり目地棒－力骨材－芯材勘合部が外れてスリットが脱枠に至る。 

2)スリットの剛性・耐力は、壁幅が小さい程、芯材厚さが厚い程、

釘ピッチが短い程高くなる。また、芯材中央部たわみが壁幅の 1/66

付近から剛性が低下し始め、1/50～1/20 で最大耐力に達する。 

3）施工実験では、壁幅 180 ㎜・厚さ 25 ㎜・釘ピッチ 200 ㎜のスリ

ットがコンクリート打ち上げ高さ H=2.4m でスリットが脱枠し、柱内

コンクリートが型枠外へ吹き出した。スリットの脱枠は目地棒回

転・芯材勘合部の外れによるもので、構造実験の脱枠状況と符合す

る。 

4）施工実験で得られた柱脚直上位置での荷重変形関係は最大耐力の

７割程度までは構造実験結果と良い対応を示す。 

5）施工実験で確認したコンクリート打ち上げ高さは、提案した許容

打ち上げ高さ評価値以上であることを確認した。 
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［2010年 10月 20日原稿受理　2010年 12月 7日採用決定］


